
年金記録訂正請求に係る答申について
東北地方年金記録訂正審議会

令和元年７月１０日答申分

○答申の概要

（１） 年金記録の訂正を不要としたもの ２件

厚 生 年 金 保 険 関 係 ２件



厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1900003 号

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 1900005 号

第１ 結論

請求期間について、請求者のＡ事業所（現在は「Ｂ事業所」）における厚生年金

保険被保険者資格の取得年月日の訂正を認めることはできない。

第２ 請求の要旨等

１ 請求者の氏名等

氏 名 ： 男

基礎年金番号 ：

生 年 月 日 ： 昭和 10年生

住 所 ：

２ 請求内容の要旨

請 求 期 間 ： 昭和 33年４月１日から昭和 38年６月５日まで

国の記録では、Ａ事業所における厚生年金保険の記録は昭和 38 年６月５日か

ら昭和 42 年 12 月 19 日までとなっているが、私はＣ米軍基地内にあった娯楽施

設であるＤ事業所のＥ施設に、昭和 33 年４月１日から昭和 42 年 12 月頃まで正

規職員として勤務していた。平成 19 年 10 月頃、Ｆ市にあるＧ社を訪ね「Ｈ」及

び「Ｉ」のページ番号の「駐留軍諸機関従業員登録書」に、私のＡ事業所に係る

在職記録が記載されていることを確認したので、調査の上、厚生年金保険の資格

取得年月日を昭和 33 年４月１日に訂正してほしい。

第３ 判断の理由

Ｇ社が保管する資料の管理を行っているＢ事業所は、請求者に関する関係資料は

保存期限経過のため廃棄しており保管していない旨回答していることから、請求者

の主張する「Ｈ」及び「Ｉ」の番号が記載された「駐留軍諸機関従業員登録書」を

確認することができないものの、請求者は、以前、請求期間について総務省年金記

録確認Ｊ地方第三者委員会に申立を行っており、同省が保有する調査資料の中に請

求者の主張する「駐留軍諸機関従業員登録書」の番号と一致する「駐留軍諸機關從

業員登錄票」及び「駐留軍從業員登錄票」の写し（以下それぞれ「登録票」という。）

が確認できる。当該２つの登録票によれば、オンライン記録で確認できる請求者の

Ａ事業所における厚生年金保険被保険者期間（昭和 38 年６月５日から昭和 41 年５

月１日までの期間及び同年５月２日から昭和 42 年 12 月 19 日までの期間）と符合

する勤務期間のみ確認できる。これら２つの登録票において確認できる従業員自身



が記載する職歴欄及び昭和 36 年４月より前に、請求者とＣ米軍基地内にあったＥ

施設（以下「基地内Ｅ施設」という。）で一緒に勤務したとする同僚の陳述から、

請求者は請求期間のうち時期までは特定できないものの、基地内Ｅ施設に勤務して

いたことがうかがえる。

しかしながら、Ｂ事業所は、前述のとおり、請求者の請求期間に係る人事資料及

び賃金台帳等の関係資料は無い旨回答している上、Ｋ健康保険組合は請求者の請求

期間に係る資料は無い旨回答しており、請求者の請求期間に係る雇用保険の加入記

録も確認できない。

また、請求者が記憶する同僚の姓及び請求者から提出されたＬ友交会会員名簿に

記載されている基地側Ｅ施設関係者についてオンライン検索を行い、請求期間にＡ

事業所における厚生年金保険の被保険者記録が確認できた者、ほかにオンライン検

索を行い請求期間内にＡ事業所における厚生年金保険の被保険者記録が確認でき

た者等のうち所在が判明した者計 51 人に対し照会を行ったものの、請求者の具体

的な勤務期間を記憶し、Ａ事業所に係る給与明細書を所持している者はいない上、

請求者も給与明細書等の資料を所持していない。

これらのことから、請求者の請求期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料（以下、

「保険料」という。）の控除について確認できない。

加えて、事業所名簿検索システム及びオンライン記録によると、請求者が勤務し

たとする「Ｄ事業所」及び請求者が記憶するＥ施設の名称である「Ｌコース」又は

「Ｌショップ」が厚生年金保険の適用事業所であった記録は見当たらない上、Ｂ事

業所は「Ｄ事業所」についての名称及び類似の名称について詳細は不明である旨回

答している。

このほか、請求者の請求期間における保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は無い。

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者

が厚生年金保険被保険者として請求期間に係る保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。



厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1900092 号

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 1900006 号

第１ 結論

請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月

日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。

第２ 請求の要旨等

１ 請求者の氏名等

氏 名 ： 男

基礎年金番号 ：

生 年 月 日 ： 昭和 29年生

住 所 ：

２ 請求内容の要旨

請 求 期 間 ： 昭和51年頃から昭和53年頃まで

私は、請求期間当時、Ａ社がＢ市Ｃ地区のＤビル１階に出店していたレストラ

ンＥに正社員の調理師として勤務していたが、厚生年金保険の被保険者期間とな

っていないので、請求期間を被保険者期間として記録し、年金額に反映してほし

い。

第３ 判断の理由

雇用保険の加入記録によると、請求者のＡ社に係る雇用保険の加入期間は、昭和

50 年６月 21 日から昭和 51 年１月３日までの期間（以下「雇用保険加入期間」と

いう。）であることから、請求期間の大部分に係る雇用保険の加入記録は確認でき

ない。

また、Ａ社の事業所別被保険者名簿によると、任意包括適用事業所であった同社

は、昭和 50年４月 29 日に任意包括脱退により厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっており、請求期間において適用事業所としての記録が確認できない。

さらに、請求期間当時、飲食業は、厚生年金保険法における強制適用事業所の要

件を満たす業種ではなかった上、Ａ社が請求期間において、再度厚生年金保険の任

意包括適用事業所となったことがうかがえる事情も見当たらない。

加えて、請求期間及び雇用保険加入期間にＡ社に勤務していたとする複数の同僚

は、昭和 50 年４月に同社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなることについて

会社から説明を受け、適用事業所ではなくなった後は給与から厚生年金保険料（以



下「保険料」という。）は控除されていない旨回答している。

また、履歴事項全部証明書によると、Ａ社（平成 12 年１月１日にＦ社に商号変

更）は、既に解散している上、元代表取締役の所在は確認できず、請求期間当時の

元取締役も請求者に係る資料は保有していない旨回答していることから、請求者の

請求期間における勤務実態及び保険料の控除について確認できない。

このほか、請求者の請求期間における保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は無い。

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者

が厚生年金保険被保険者として請求期間に係る保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。


